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県 内 20市 決 算 状 況

(注)類 似団体……。令和4年度は、施行時特例市23市

つくば市、伊勢崎市、太田市、熊谷市、所沢市、春 日都市、草加市、

平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市、長岡市、上越市、

沼津市、富士市、春 日井市、四日市市、岸和田市、茨木市、加古川市、

宝塚市、佐賀市における普通会計

(注)決 算額等は、地方財政状況調査によるもので、一般会計の数値 とは一致 しない。

(注)他 市の状況は、速報値であるため今後変更の可能性がある。

(注)表 の指数は、表示単位未満で調整 しているため、総数とその内訳が一致 しない場合がある。
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実質単年度
収   支

項 目
歳 入 歳 出
差   引

実 質 収 支歳 入 総 額 歳 出 総 額

▲  170,467101,5841385 5,993,791 5,697,889上 越 市 107,578,176

6.437,187 ▲  1,547,549486,287,767 427,945,418 8,342,349新 潟 市

2,467.2137.1061624 6,260,237長 岡 市 144,538,627 137,432,003

11065,127435,049 307,081三 条 市 54,554,943 54,119,894

184,2304815081074 3,193,360 2,921,664柏 崎 市 51,701,434

2,196.575 ▲  198,58651,665,798 49,392,335 2,273,463

869,557 229,62720,177,000 19,084,863 1,092,137

田 市

′

272,439665,364 630,382加 茂 市 141418,482 13,753,118

542,47936.567,858 li 845,451 1,756,921十 日 町 市 38,413,309

598,092 ▲  183,50518.985,955 18,186,362 799,593見 附 市

3.146,037 1,467,016 ▲  1,727,33543,0141879 39,868,342村 上 市

725,4112,513,315 2,317,807燕   市 46,865,676 44,352,361

542,92126,931,152 2,375,994 2,196,511糸 魚 川 市 29,307,146

2,3821910 82,46723,778,632 21,214,510 2,564,122妙 高 市

111361163 1,038,090 555,15823.556.571 22,420,408

319,8681,360,637 1,141,466

五 泉 市

阿 賀 野 市 24,122,281 22,761,644

471158,099佐 渡 市 49,202,791 ▲  1,408,666

53,079331968,535 321819,705

2, 044 692

1,148,830魚 沼 市

761,4352.529,479

1,211,572

2,232,914

852 257

南 魚 沼 市 3914021729 36,873,250

▲  100,1501,440,744 1,103,324胎 内 市 20,975,511 19,534,767

2,180,973 123,26063.625.787 61,025,427 2,600,36020市 平 均

類似団体
(施行時特例市)

23市平均 103.614,727 98,974.512 4,640,215 3,881,483 ▲  196,261



0.58 513 99.7 16上 骸 市 9・ 8 94.6

120 0。 6794.9 15 94.9新 潟 市 2.7

419 0.6092,4 9 98.8長 岡 市 8.8

6100.4 9 0.551。 2 95。 6 17三 条 市

0,67 112 100.4 9粕 崎 市 12,2 94.5

3 0,48 95 100。 7新 発 田 市 8.3 89.6

812 0。 5388。 9 4 100,0小 千 谷 市 8.5

1499。 3 18 0.418.6 97.1 19力日

0。 38 1818 100,2+日 町 市 8.8 95.7

15 0。 55 611 99。 9見 附 市 5,9 93.9

172 0,3490.0 7 100,9村 上 市 6,7

3100.6 4 0.6111.2 92.8 10燕   市

0.46 1014 100.5 6糸 魚 川 市 13.6 94.7

1 0`42 1385。 7 1 103.3妙 高 市 19。 9

1212 0.4387.4 2 100.0五 泉 市 7.4

14100.6 4 0。 418。 8 88.0 3

0。 23 2016 99.6 17佐 渡 市 4.7 95.0

6 0.28 1990.5 8 100.5魚 沼 市 5.4

14-12 0。 4189.6 5 100.0南 魚 沼 市 11.4

100,5 6 0,456 97.6 20胎 内 市

0,88

0 474

101

1

(施行時特例市)

23市平均

20

7

(注))贋位は、それぞれの比率等の良好なl贋序
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市民1人 当たり決算額の状況

令 和 2年 度 令 和 3年 度 令 和 4年 度

上  越  市

県内

20市平均

類似団体

25市平均
施行時特例市

上  越  市

県内

20市平均

類似団体

23市平均
施行時特例市

上  越  市

県 内

20市平均

類似団体

23市平均
施行時特例市

R3.il現在人口

189,282人

人

106,893

人

248,227

R4,1.1現在人口

1871021人

人

105,707

人

242,238

R5,1,1現在人日

184,941人

人

104,538

人

241,857

市民 1人
碧たり

前年度比
市民 1人
当たり

市民1人
婆たり

市民 1人
当たり

前年度比
市民二人
当たり

市民 1人
導たり

市民 1人
当たり

前年度比
市民 1人
当たり

市民 1人
当たり

歳 入 総 額

円

646,922

%

208

円

664,629

円

490,526

円

589,310

%

▲ 89

円

609,013

円

427,841

円

581,689

%

▲ 13

田

608,669

円

428,414

歳 出 総 額 621,471 213 645,036 474,559 555,937 ▲ 105 582,759 406,607 549,280 ▲ 12 588,793 409,228

実 質 収 支 22,967 152 15,893 12,741 25,583 114 21,264 17,349 30,809 20,4 20,864 16,049

歳

　

　

入

市 税 163,656 08 149,457 162,569 160,843 ▲ 17 147,957 163,064 168,535 48 154,182 168,032

地 方 交 付 税 113,746 06 123,669 20,865 131,288 154 138,241 28,487 129,988 ▲ 1.0 138,267 27,359

国 庫 支 出 金 179,256 238 3 194,061 175,429 99,941 ▲ 44.2 117,989 101,125 85,559 ▲ 144 106,137 89,399

県 支 出 金 35,763 103 33,464 27,604 39,485 104 39,674 27,780 43,075 9 1 39,848 29,269

地  方  債 40,607 ▲ 368 54,094 28,201 42,528 47 50,131 27,503 31,969 ▲ 248 45,257 25,301

そ の他 の歳 入 113,894 32 109,884 75,858 115,225 12 115,021 79,882 122,563 64 124,978 89 054

歳

　

　

出

人  件  費 84,613 05 97,948 62,454 86,464 22 99,161 63,236 87,599 13 100,353 63,660

扶  助  費 83,100 5,8 90,154 94,495 105,116 265 113,519 119,348 96,650 ▲ 81 102,183 107,811

公  債  費 70,249 149 61,841 29,317 70,416 02 64,896 30,040 74,076 52 65,817 30,908

投 資 的 経 費 43,745 ▲ 270 68,107 43,958 51,595 179 63,006 41,018 46,717 ▲ 95 65,979 46,478

そ の他 の歳 出 339,764 486 326,986 244,335 242,346 ▲ 28.7 242,177 152,965 244,238 08 248,961 160,371

そ

の
他

経 常 一般 財 源 288,481 1.5 288,446 203,593 805,051 57 306,655 213,923 314,276 3.0 309,953 217,059

地 方債 現 在 高 659,668 ▲ 29 707,327 290,766 642,084 ▲ 27 703,269 290,463 609,161 ▲ 51 693,016 286,265

財政調整基金・

ll成債基金現在高
46,812 ▲ 122 39,285 30,402 47,168 0,8 47,535 36,103 41,325 ▲ 124 50,385 38,210

人 口千人当た り職員数

人

8 36 ▲ 07

人

10 29

人

6 44

人

8 33 ▲ 04

人

10 28

人

6 41

人

8 32 ▲ 01

人

10 39

人

6 57
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令和4年度一般会計予備費の充用実績
充用の経過 (単位 :千円)

■充用目 充用1額|

R4.4.1 3 4 1
令和4年 3月 福島県沖地震災害支
援費

214
令和4年 3月 16日 に発生した福島県沖地震に伴 う災

害救助として、福島県新地町に職員派遣するため
の旅費及び需用費

R4.4.5 3 4 1 災害弔慰・見舞事業 10
大雪に係る災害弔慰金支給事務において、医療機

関から意見書を徴するための手数料

R4.4.8 3 4 1
令和4年 3月 福島県沖地震災害支
援費

100

令和4年 3月 16日 に発生した福島県沖地震に伴 う災

害救助として、福島県新地町に職員派遣するため
の旅費及び需用費

R4.4,26 7 1 3 雪国文化村 リブー ト推進事業 7,920
ゆきだるま温泉久比岐野の源泉ポンプが令和4年 3

月16日 に故障し、施設が体上したことから、早期
に復旧するための工事請負費

R4.5,2 6 3 2 柿崎漁港整備事業 4,182
柿崎漁港内に堆積 した砂を浚渫し、船の航行の安
全を確保するための委託料及び工事請負費

R4.5,10 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 32,166
融雪により市内一円で被災した農地及び農業用施

設を早期に復旧するための委託料及び工事請負費

R4.5,10 6 2 3 F切:設林道維持管理事業 2,660
残雪及び倒木により通行ができない林道におい

て、耕作の支障とならないよう、早急に除雪及び

倒木処理を行 うための委託料

R4.5,10 11 1 2 林業用施設災害復旧費 1,954
融雪により清里区等で被災した林道を早期に復旧

するための工事請負費

R4.5,17 3 4 1 災害弔慰・見舞事業 2,499
大雪により被災した1世帯に、災害弔慰金を支給す
るための扶助費

R4.5,19 4 2 5 風力発電施設管理事業 1,870
令和4年 5月 11日 に判明した、うみてらす名立風力

発電施設の風車ル ー ドー部石皮損に伴う飛散防止
のための修繕料

R4.5.20 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 5,055

令和3年4月 8日 、牧区棚広地区において発生した地

すべりで被災した農地及び農業用施設について、

本年の融雪により再び滑動し、観測孔が破損した
ことから、改めて観測孔を設置するための委託料

R4.6.1

R4.7.21

11 2 1 道路橋梁災害復旧費 7,128

4,181

令和3年4月 8日 、牧区棚広地区において発生した地

すべりで被災した市道について、本年の融雪によ

り再び滑動し、被害が拡大したことから、復旧に

国庫補助を活用するための測量設計委託料

令和4年 7月 12日 、16日 、20日 の大雨により、清里

区等で被災した農地及び農業用施設を早期に復旧

するための工事請負費

令和4年 7月 26日 の落雷により、雪だるま高原の索

道等の電気設備が故障したことから、早期に復旧

するための修繕料

11

7

1 1 農地、農業用施設災害復旧費

雪国文化村ヅゾー ト推進事業R4.8.4 1 3 3,522

R4.8,8 3 4 1 令和4年8月 豪雨災害支援費 426
令和4年 8月 3日 に発生した新潟県内の大雨災害に伴

う災害救助として、村上市及び関川村に職員派遣

するための旅費及び需用費

R4.8。 9 10 5 1 ユー トピアくびき管理運営費 950
冷房用冷媒ポンプが故障したことから、早期に復
旧するための修繕料

R4.8.16 3 4 1 令和4年 8月 豪雨災害支援費 144

令和4年 8月 3日 に発生した新潟県内の大雨災害に伴

う災害救助として、村上市及び関川村に職員派遣

するための旅費及び需用費

R4,8.17 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 1,317
令和4年 7月 12日 、20日 の大雨により、清里区等で

被災した農地及び農業用施設の復旧に、不足が生
じた工事請負費

R4.8.17 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 43,383

17,472

令和4年 8月 4日 、13日 の大雨により、安塚区等で被

災した農地及び農業用施設を早期に復旧するため
の工事請負費

令和4年 8月 4日 、13日 の大雨により、安塚区等で被

災した市道を早期に復旧するための工事請負費R4.8.17 11 2 1 道路橋梁災害復旧費
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款別の内訳 (単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

予備費

当初予算額

6月 補正予算額

9月 補正予算額

100,000

58,000

82,000

令和4年 8月 4日 の大雨により、板倉区で被災した普

通河川を早期に復旧するための工事請負費河)II災害復旧費 3,489R4.8。 17 11 2 2

令和4年 8月 3日 に発生した新潟県内の大雨災害に伴

う災害救助として、村上市及び関川村に職員派遣

するための旅費及び需用費
1 令和4年8月 豪雨災害支援費 234R4.8,19 3 4

令和4年 12月 4日 に発生した柿崎区上中山地内の地

すべりで被災した市道について、今後の融雪等に

よる被害拡大を防止するための工事請負費
2 1 道路橋梁災害復旧費 957R4.12.15 11

全国的に高病原性鳥インフルエンザが発生してい

ることを受け、飼育展示するマゼランペンギンの

防疫措置を講じるための使用料及び賃借料
10 5 5 水族博物館管理運営費 1,578R4.12.19

空調設備のエンジンが故障したことから、早期に

復旧するための修繕料春日謙信交流館管理運営費 3,850R5。 1,30 2 1 31

令和5年2月 24日 に判明した倒本による柿崎区内の

普通河川の早期復旧及び倒木処理を行 うための工

事請負費
1 河川管理費 5,500R5.3,2 8 3

1,009 愚基樋蕪2杏涎上`娼壌紀葎訳管貪霧紀憂蒙蕃纂警
特定し、補修を行 うための修繕料

R5,3.13 2 1 29 鉄道駅舎等管理運営費

153,770合 計

4,8592 総務費

3,6273 民生費
1,8704 衛生費

6,8426 農林水産業費

7 商工費 11,442

5,5008 土木費
2,52810 教育費

117,10211 災害復旧費

153,770合計

現計予算額

充用額

240,000

△  1531770

差引き 86,230
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充用の経過

款別の内訳

令和5年度 一般会計予備費の充用状況

(単位 :千円)

予備費

当初予算額

8月 専決補正予算額

令和5年 8月 16日 現在

(単位 :千円)

(単位 :千円)

100,000

98,884

現計予算額

充用額

198,884

△  124,599

差引き 74,285

|■■ !■ ■■||:■ 1閣 ||■■|1容 ||■||■ |■■||●

R5.4.1 2 1 29 鉄道駅舎等管理運営費 4,532
浸水による大池いこいの森駅待合室の一部支柱及び

基礎部の腐食・損壊に伴い、早メ』に外壁張り替え及
び内壁の塗装等をするための修繕料

R5,4.3 7 1 3 観光施設等管理事業 4,950
くわどり湯つたり村の源泉ポンプの故障を受け、営

業継続に向け、早期にポンプを入れ替えるための修

繕料

R5.5.12 3 4 1 災害弔慰・見舞事業 4,999
大雪により被災した1世帯に、災害弔慰金を支給す
るための扶助費

R5.5.19 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 939
融雪により牧区等で被災した農地及び農業用施設を

早期に復旧するための工事請負費

R5,5.19 11 1 2 林業用施設災害復旧費 9,340
融雪により大島区等で被災した林道を早期に復旧す
るための工事請負費

R5.5,23 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 11,699
令和5年 5月 5日 の地震により牧区等で被災した農地

及び農業用施設を早期に復旧するための工事請負費

R5.6.23 11 1 2 林業用施設災害復旧費 2,828
融雪及び令和5年 6月 14日 、15日 の大雨により、浦川

原区等で被災した林道を早期に復旧するための工事

請負費

R5.7.7 3 4 l 災害弔慰・見舞事業 5
大雪に係る災害弔慰金支給事務において、医療機関
から意見書を徴するための手数料

R5,7.14 11 2 1 道路橋梁災害復旧費 8,541
令和5年 7月 13日 の大雨により、板倉区等で被災した

市道を早期に復旧するための工事請負費

R5,7.27 11 1 1 農地、農業用施設災害復旧費 43,627
令和5年 7月 13日 の大雨により、板倉区等で被災した

農地及び農業用施設を早期に復旧するための委託料
及び工事請負費

R5,7.27 11 1 2 林業用施設災害復旧費 7,429
令和5年 7月 13日 の大雨により、板倉区等で被災した

林道を早期に復旧するための工事請負費

R5.8,9 6 1 2 農地渇水・高温対策事業 13,192
梅雨明け後の少雨と異常高温による農作物等への被
害軽減を図るための需用費、通信運搬費、工事請負

費及び補助金

R5,8.16 7 1 3 観光施設等管理事業 12,518

くわどり湯つたり村の源泉ポンプの故障を受け、営
業継続に向け、早期にポンプを入れ替えるための修

繕料

合 計 124,599

2 総務費 4,532

3 民生費 5,004

6 農林水産業費 13,192

7 商工費 17,468

11 災害復旧費 84,403

合 計 124,599
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第 6次行政改革推進計画の取組結果について

本資料は、第 6次総合計画の下支えとして、財政収支の均衡を図りつつ、「すこやかなまち」の上台づ

くりを着実に進めることを目指し取り組んできた第 6次行政改革推進計画について、令和 4年度末をも

って 4年間の計画期間を終了したことから、計画期間全体の取組結果等を取 りまとめたものです。

1 計画期間 (4年間 :令和元年度～令和 4年度)の取組結果の概要

lt基本方策11

少子高齢化や人口減少が進行し、かつてのような経済成長や大幅な税収の増加は期待できず、将

来的にも国や地方の厳 しい財政状況が見込まれる中、当市においても、財源や人材 (職員)な ど限

りある経営資源を最適に配分していかなければならない。

そのためには、「最少の経費で最大の効果をあげる」という理念の下で、持続可能な行財政基盤の

確立と早期の財政収支の均衡を図るために、優先的に取り組むべき事業への重点化や経営資源を最

適配分するための事務事業の見直しに取り組む。

|【連1療球1滉II

2つの中項目の取組は、いずれも到達目標に対 し一定の成果を得られたことから、「行政運営手法

の見直し」に向けた取組は、達成と評価 した。

◆ 中項 目 (1) 政評価の実施 達成

|〔森艇強痺】|

○ 施策評価や第 6次総合計画の評価検証の結果を踏まえ、総合計画の推進に必要な新規・拡充事業

の提案を受け、政策協議を実施し、翌年度予算に反映する仕組みを整えた。

○ 事務事業評価により廃止・見直し等と評価した 246事業について、当該評価に基づく取組を適切

に実施した。なお、このうち 23事業について、事務事業を取り巻く状況の変化やコロナ禍への対

応を踏まえ、評価結果の見直しを行つた。

【機果纏 1改善
―
点】|

○ 第 7次行政改革推進計画の推進に当たつては、画一的な基準に基づく事務事業の網羅的な見直し

ではなく、各課等が自発的・主体的に、PDCAサ イクルに基づく事務事業の改善や業務効率化に

取り組んでいくための仕組み・環境の整備が必要である。

◆ 中項目 (21政策協議の実施 達成

:【森無珠痺>|

○ 施策評価や第 6次総合計画の評価検証を踏まえ、政策協議によつて優先的に実施する事業を実効

性 。必要性等の視点から検討し、選定するとともに、新規・拡充事業として取りまとめ、翌年度予

算に反映した。

I蝶態i葦善1藤11

0 施策・個別事業の成果等の分析結果を、総合計画の進捗管理を始め、より精度の高い事業・サー

ビスの見直しや立案に連動させていく仕組みの確立が必要である。

O 当市が直面する課題を的確に捉え、その解決に向け設定した、第 7次総合計画の重点テーマに基

づく施策 。事業を立案 し、横断的かつ重点的に実施 していく。

7

達成状況

達成
行政運営手法の見直し大項 目 1



達成状況

おおむね達成
歳入確保の推進大項 目 2

:【基本方策I

将来にわたり持続可能な市政運営を進めていくため、事務事業の見直しや経費の削減による歳出

の抑制を図る一方、市民ニーズや社会経済情勢の変化等に対応し得る安定した財源の確保を図る。

|モ達成襟1濃孝:

中項目の 1つである自主財源の確保の取組のうち、受益者負担の適正化と市税等の収納率向上の

取組については、コロナ禍等により、到達目標の達成に至らなかつたものの、その他の取組は目標

を達成したことから、「歳入確保の推進」に向けた取組は、おおむね達成と評価 した。

◆ 中項目 佃}国県補助金等の確保 達成

|〔取組状1歳】:
○ 国に対 し、全国市長会が実施する提言を通じて要望するとともに、市単独の中央要望を実施 した。

また、県に対 し、県市長会等を通 じた要望や自由民主党新潟県支部連合会を通 じた要望のほか、市

単独で県知事要望を実施し、国県による支援につなげることができた。

○ 国県補助金の確保に全庁で取り組んだほか、国の補正予算を積極的に活用 し、当初予算と一体的

に編成するなど、国県補助金等を積極的に活用 して施策・事業を実施した。

◆ 中項目 (2) 主財源の確保 おおむね達成

I取組球瀬11

0 未利用財産の売去「。貸付の促進については、売却が可能な財産の商品化及び情報発信を適時に行

い、早期売却を推進するとともに、貸付の協議を進め、長期間の貸付契約を締結 した。また、除却

費用の軽減や売却に係る時間の短縮を図るため、建物付土地の売却を実施 したほか、市ホームペー

ジでの情報発信、金融機関との情報交換を行つた結果、売却額 。貸付額ともに目標を大幅に上回る

成果を得ることができた。

○ 受益者負担の適正化については、令和 2年度に公の施設の使用料を改定したが、コロナ禍におい

て利用が減少 したため、効果が得 られなかつた。

○ 手数料については、令和 2年度に原価計算を行い、受益者負担が適正に設定されていることを確

認 したことから、見直しは実施 しないこととした。なお、法律の改正や国県の改定に合わせて、一

部手数料を改定した。

○ 市税等の収納率向上については、コロナ禍の影響に十分配慮しながら、現年度分の確実な納付を

促すとともに、きめ細かな納税相談 。指導や一斉催告などを行い、滞納繰越分の滞納額の縮減に努

めたが、滞納繰越分市税の収納率は目標に届かなかつた。

O 納税意識の希薄な納税者に対 して厳正な滞納処分を行 うとともに、実態調査を踏まえた滞納処分

の執行停止、不納欠損処分を行 うなど、債権管理を適切に実施 した。

套諜議‖改善斎41

0 売却や貸付を見込むことができる財産が減少する中、未利用財産の維持管理においては草刈り等

の経常的な経費がかかっていることから、効率的な管理を一層強化する必要がある。また、未利用

財産の売却等に向け、ホームページでの情報発信や金融機関等との情報交換、不動産業者及び不動

産鑑定士等の専門家との意見交換、庁内の公有財産活用等調整会議の開催等に引き続き取り組んで

いく。

○ 市税等の収納率は、現年分は90%を超えており、滞納繰越分も県全体の収納率とほぼ同水準にあ

る。引き続き効果的な催告や滞納処分を行うことにより、滞納額の累積を防止し、収納率の向上に

努める。
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達成状況

未達成
公共施設の適正管理の推進大項 目 3

:蕉基本方策挙
今後も歳入に見合った歳出削減に取り組む中、公共施設も同様に維持管理等に係る経費をいかに

して縮減 していくかが課題となっている。

そのため、機能が重複する施設の適正配置や民間譲渡を行 うことで、施設総量を抑制するととも

に、維持すべき施設の長寿命化を図ることで、真に必要なサービスの提供と将来の財政負担の軽減

に取 り組む。

:r連威状理}|

第 4次公の施設の適正配置計画に定める 34施設の適正配置を行 うとした目標については、コロ

ナ禍等によリー部の施設において取組に遅れが生じ、日標の達成には至らなかつた。

◆ 中項目何)施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化

|【盛雛 潔II

○ 令和元年度、令和 2年度においては、第 3次公の施設の再配置計画に基づき、13施設の廃止・譲

渡等を実施 した。

○ 令和 3年 2月 に第 4次公の施設の適正配置計画を策定し、令和 4年度までに計画した 34施設中

23施設の廃止・譲渡等を実施 したものの、H施設については、コロナ禍等により民間への譲渡 。貸

付等を進められなかつた。

○ また、計画において 「引き続き協議」とした日帰 り・宿泊温浴施設のうち取組方向が未定となつ

ている柿崎マ リンホテルハマナスなどの 6施設については、コロナ禍において検討が遅れたものの、

方向性の決定に向けて、令和 4年度に、民間事業者等による施設の利活用を探るためサウンディン

グ型市場調査を行つた。

O 令和 2年度に公の施設の長寿命化計画の基本方針を策定し、これに基づき、令和 4年度に施設別

維持管理計画を取 りまとめた上で、施設の長寿命化の取組に着手した。

|【諜越■改善1蕪オ

○ 民間への譲渡 。貸付等の取組を完了できなかつた H施設については、取組を継続する。

○  「引き続き協議」とした日帰り・宿泊温浴施設については、施設の利用実態を踏まえ、今後の在

り方について改めて地域住民と話し合うなど、協議を継続する。

O コロナ禍等を受け、指定管理者の減収分の補填や指定管理料の見直しを行つたほか、エネルギー

価格高騰の影響による支出の増加に対して補填を行 うこととした。

O 公の施設の維持管理の現状を分析し、各施設の目的・用途に応じた管理形態等を検討する必要が

ある。

未達成
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達成状況

未達成
第ニセクター等の経営健全化の推進大項 目 4

|:基本方燕〕i

第ニセクター等は、市に代わる公共サービスの担い手として、民間の資金や人材、経営ノウハウ

などを活用することにより、効果的・効率的な公共サービスを提供するとともに、地域振興や地域

雇用の拡大などを目的に設立された。

しかしながら、社会経済情勢の変化により、設立当初の第ニセクター等の存続意義も大きく変化

する中で、経営状況の著しい悪化は、市の財政にも深刻な影響を及ばすことが懸念される。そのた

め、第ニセクター等の存廃の検討を含めた経営の健全化について、速やかに取 り組む。

|【1基裁扶茂エ
ェフエム上越株式会社の解散や 」―ホールディングスグループの抜本的な整理など、11法人の廃

止又は民営化等を実施 したものの、引き続き協議とした日帰 り・宿泊温浴施設を管理する第ニセク

ター等の取組に遅れが生じ、目標の達成には至らなかつた。

◆ 中項 目 何)第ニセクタ―等の経営健全化の推進 未達成

1玉取組襟1滉}|

O 第ニセクター等評価委員会を開催 し、経営状況等に課題がある第ニセクター等について、専門的

見地からの助言等を受け、経営健全化に向けた取組を推進した。

○  「第ニセクター等に対する関与方針」に基づき、経営状況が悪化したエフエム上越株式会社を解

散したほか、株式会社よしかわ杜氏の郷の株式を譲渡 し、民営化するなど、11法人の整理を行つた。

○ 一方、日帰 り・宿泊温浴施設を管理する第ニセクター等については、 J― ホールディングスグル

ープの抜本的な整理を行つたものの、コロナ禍において施設の方向性の決定に時間を要 し、取組が

遅れている。

|【課題●改善1点】|

○ 第ニセクターによる国の助成金の不正受給事案の発生を踏まえ、「第ニセクター等に対する関与

方針」の見直しを行 うほか、第ニセクター等の内部統制の強化や、役員や従業員の意識改革の支援

を行 うことで、不正行為の再発を防止する。

○ 令和 5年度において見直しを行つている「第ニセクター等に対する関与方針」に基づき、第ニセ

クター等評価委員会を開催 し、各第ニセクター等の方向性の検討を行 うとともに、検討結果に基づ

く取組を推進する。
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達成状況

達成
効果的 日効率的な組織体制の推進大項 目 5

【基本方蕪〕|

厳 しい財政状況にあつても、将来にわたり安定的・継続的に適正な行政サービスを提供できるよ

う、事務事業に応 じた適正な職員数を確保 し、環境の変化に対応できる機動的な組織体制を構築す

るとともに、職員の意識改革と能力向上により、更なる行政運営の効率化を図る。

■1連練盤1菱▼
3つの中項目の取組は、いずれも到達目標を達成 したことから、効果的・効率的な組織体制の推

進に向けた取組は、達成と評価 した。

さらに、職員が持てる能力を存分に発揮できる職場環境を構築し、政策形成能力の向上と良質な

行政サービスの提供につなげるため、令和 4年度に人事改革プロジェク トチームを設置し、「人事

改革の方針」を策定した。同方針の取組を第 7次行政改革推進計画に位置付け、推進 していく。

◆ 中項目 (1}定員適正化の推進

IF森組燃残オ
○ 退職予定者の再任用の希望や辞職等の見込みを踏まえ、職種ごとに必要な職員数を整理し職員採

用計画を作成 した上で、同計画に基づき職員採用試験を実施した。

○ 定員要求及び定員ヒアリングを通じて、業務の性質や分量を把握・分析 し、各年度の定員を決定

した。

○ 定員適正化計画に基づき、必要な業務遂行体制を確保 した。

◆ 中項 目 (2) 組織の見直 し 達成

|■取―組状瀦II

O 各部の組織見直し案、組織ヒアリングを通じて、各年度の組織体制について検討を進め、体制を

決定した。

○ 会計事務の効率化を図るため、請求書データの入力等を自動化するRPAプ ログラムを一部の課

で導入し、対象とする伝票の範囲を拡大するなど、効率的な事務執行を推進 した。

○ 令和 4年度に人事改革プロジェクトにおいて、第 7次総合計画の推進に向け、行政課題に迅速か

つ的確に対応する企画力と実行力を備える組織体制の検討を行い、令和 5年度からの組織体制を再

構築した。

◆ 中項目 (3)人材育成の推進 達成

華貌組襟:崩I!

○ 基礎 。階層別研修を実施 し、各職階に応 じた事務処理能力、危機管理能力等の基本的資質の向上

を図つたほか、若手職員の育成に重点を置いた能力開発研修を通じて、問題解決や政策形成の能力

向上に資する取組を進めた。

O O」 Tに より、新規採用職員や若手職員の育成を行つたほか、再任用職員や専門職員が持つノウ

ハウ 。技術の次代を担 う職員への承継を進めた。

O 職員の能力を引き出し、職務に対する意欲を高めるため、職員のキャリアデザイン、適性及び能

力を踏まえた人員配置を行つた。

○ 職員が専門性を高め、やる気と働きがいを持って仕事に取り組むことができるよう、令和 4年度

に人事改革プロジェク トにおいて、能力開ヌ九kの促進や人事評価、人事異動等の取組の検討を行つた。

達成
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2 計画期間 (4年間)の取組結果の一覧

大

項

目

中

項

目
取組項目 到達目標の達成状況 取組主管課等

1行政運営手法の見直し

)行政騨価の実施

政評価の実施 施策評価

事務事業評価

②政策協議の実施

達成

達成

達成 総合政策課

達成 行政イノベーション課

達成

達成 総合政策課

2歳入確保の推進

1}国 県補助金等の確保

③国県補助金等の確保 要望活動

国県補助金の有効活用等

自主財源の確保

④未利用財産の売却・貸付けの促進

⑤受益者負担の適正化 使用料

手数料

⑥市税等の収納率向上

おおむね達成

達成

達成 総合政策課

達成 財政課

おおむね達成

達成 資産活用課

未達成 資産活用課

達成 財政課

未達成 収納課

3公共施設の適正管理の推進

)施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化

の適正配置の推進及び維持管理の最適化

未達成

未達成

未達成 資産活用課

4第ニセクター等の経営健全化の推進

)第ニセクター等の経営健全化の推進

三セクター等の経営健全化の推進

未達成

未達成

未達成 資産活用課

5効果的・効率的な組織体制|の推進

)定員適正化の推進

員適正化の推進

(2)組織の見直し

見直し 効率的な組織の構築

組織の事務事業の適切化

成の推進

①人材育成の推進

達成

達成

達成 人事課

達成

達成 人事課

達成
行政イノベーション課
人茎 誤

達成

達成 人事課
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3計画期間 (4年間)の取組結果の詳細

2歳入確保の推進

虚暴 ■■襲逮日襟の建虜状滉
|●     (CⅢるこk)

達

成

・施策の課題や方向性から設定した
テーマに基づく新規・拡充事業を募集
し、政策協議を経て翌年度予算に反
映することにより、市民が必要とする
サービスを提供した。

や立案に運動する仕組みの確
である。

[施策評価]

・施策評価や第6次総合計画の評価検証の結果を踏ま
え、総合計画の推進に必要な新規・拡充事業の提案を
受け、政策協議を実施し、翌年度予算に反映する仕組

・事務事業を取り巻く状況の変化やコ
ロナ禍等を踏まえ、令和3年 2月 に23

歳出増となつた。
・第7次行政改革推進計画の推進に
当たつては、画―的な基準に基づく事
務事業の網羅的な見直しではなく、各
課等が自発的・主体的に、PDCAサ
イクルに基づく事務事業の改善や業
務効率化に取り組んでいくための仕
組み・環境の整備が必要である。

見評価結果を事業の
リであつた住宅

のるなどす ,000約 7 万

達

成

より22事業

務事業の
過去3

る効率化
ある。

限られた資源が最適配
分され、市民が真に必
要とするサービスが提
供されている状態

【達成目安】
・事務事業評価の結果
に基づく、事業完了割合
1009る

[事務事業評価]

・事務事業を取り巻く状況の変化やコロナ禍等を踏ま
え、一部の事務事業の評価結果を見直した。
・事務事業評価の進捗状況を照会し、担当課と適宣協
議を行いながら、取組を進めた。
,事務事業評価の結果が翌年度予算要求に反映されて
いるか確認した。
・次期行政改革推進計画の策定に当たり、事業の改善
や業務効率化を推進する取組について検討した。

・施策・個別事業の成果等の分析を
踏まえ、総合計画の進捗管理を始
め、より精度の高い事業・サービスの

見直しや立案に連動させていく仕組
みの確立が必要である。
・当市が直面する課題を的確に捉え、
その解決に向け設定した、第7次総合
計画の重点テーマに基づく施策・事業
を立案し、横断的かつ重点的に実施
していく。

達

成

・施策の課題や方向性から設定した
テーマに基づく新規・拡充事業を募集
し、政策協議を経て翌年度予算に反
映することにより、市民が必要とする
サービスを提供した。

施策評価により、事業
の見直し、組み換えが
行われ、市民ニーズや
社会経済情勢等の変化
をとらえた政策・施策が
効果的に展開されてい
る状態

・施策評価や第6次総合計画の評価検証の結果を踏ま
え、総合計画の推進に必要な新規・拡充事業の提案を
受け、政策協議を経て、翌年度予算に適切に反映し
た。

(2)政策協隆の実施

1 行政運営手法の見直し

達

成

・国や県の予算について情報収集し、
回県に対する要望活動を実施するこ
とで、国県補助金等の活用につなげ
た。

・国県補助金等の更なる確保に向
け、人的ネットワークの更なる構築等
を通じた情報収集・共有や機動的な
対応が必要である。

[要望活動]

O国 に対する要望
・市単独の中央要望を実施した。
・国の予算に係る情報収集を庁内に依頼した。
・北信越市長会総会提出議題を取りまとめて提出した。
O県 に対する要望
・自由民主党新潟県支部連合会を通じた県予算に対す
る要望を取りまとめて提出した。
・県市長会を通じた県の施策及び予算に関する要望を
取りまとめて提出した。
・市単独での県への要望を市長及び各部局で実施し
た。

・建設事業費や法定扶助費等の特定
財源として、充当可能な国県支出金
を極力活用する必要がある。
・例外を除き、国県の補助制度がない
公民館や体育施設などの建設、不要
施設の除却については、一般財源で
の対応を余懐なくされている。

達

成

,年度当初の補助金、交付金の内示
を受け、執行内容の精査及び財源構
成の調整を行つたほか、予算編成に
当たり、国県補助金等の活用に全庁
で取り組むことで、口県補助金等を積
極的に活用して施策・事業を実施し
た。

財政計画に定める国県
支出金が確保され、市
の施策や事業の実施が
なされている状態

用 し

事業の

の

した

で取り組んだほか、
当初予算と一体的|

年度当
[国 県

(1)国 県補助金等の確保

県補助金等の確保
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④未利用財産の売却・貸付けの促進

未利用財産の処分目標

【達成目安】
・目標額  818,977千
円
・売却面積 6.825浦
※売却額 318,530千 円

貸付額 500,447千 円

・売却可能資産の商品化及び情報発信を適時に行い、
普通財産の早期売却を進めた。
・除却費用の軽減や売払いにかかる時間の短縮を図る
ため、建物付土地の売却に取り組んだ。
・貸付の協議を適時に進め、長期間の貸付契約を締結
した。
・不要な市有財産の公表や、購入等の問合せなどにつ
いて、市ホームページを分かりやす(工夫したほか、民
間の不動産業者の販促イベントや情報サイトヘの掲載
などにより、積極的に売払可能な財産の情報発信等を
行つた。

・未利用財産の売却・貸付けを進め、
売却等の目標額を達成した。
※令和4年度末の実績
売却・貸付額 1,273.205千 円
売却面積   221,28524ド

・売却や貸付を見込むことができる財
産が減少する中、未利用財産の効率
的な管理を一層強化する必要があ
る。

達

成

⑤受益者負担の適正化

平成30年 度と比較し、 ・令和2年4月 に公の施設の使用料を改定した。
・次期使用料改定に向けた準備を進めた。

未
達

成

・受益者負担割合の適正化に向け、
令和2年 4月 1日 に公の施設の使用料
を改定した。

・コロナ禍において施設の利用が減
少したため、効果が得られなかつた。スの提供に要す

る経費に対する料金収
入が適切な割合となる

受益者負担の更
正化が図られて

・手数料については、令和元年10月 の消費税率引上げ
後、令和2年度に原価計算を実施し、一定水準の受益
者負担が確保されていることを確認した。
・一部手数料の見直しを個別に行つたほか、法律の改
正や、国県の改定に合わせて手数料を改定した。

消費
が適

・人件費や物価の動向に応じた適正
な手数料の設定となるよう、原価計算
を踏まえた定期的な手数料の見直し
が必要である。

いる状態
税引上 担

達
成

とから、見
た。

い

・一部手数料の見直しを個別に行つ
たほか、国、県の手数料改定にあわ
せ、一部手数料を改定した。

向上

滞納繰越分市税等の収
納率1873%(直近3年間
の平均値を踏まえ設定)

を維持

【達成目安】
・滞納繰越分市税の収
納率18730/6

に絞つた現年分の納付 コ ナ禍の影響に ・現年分は9096を 超える収納率を維
持しており、滞納繰越分も県内市町
村との比較でも一定の水準にあるこ
とから、極端な収納率の上昇は見込
めない。
・滞納繰越分は高額の滞納者の動向
に左右されるなど、目標達成を追及
する取組にはなじみにくい。

対象とした一斉催告の実施 ら 、

により 図つた。 を行うこ
指導や全滞納者を対象とした― ともに

額の縮減に努めた。
新潟県地方税徴収機構への引 成 しな んヽ 末 7 59 O/6)

額圧縮を図つた。
法である給与差押えを継続して

えた滞納処分の執行停
、適切な債権管理を適切

未
達

成

ロナ禍の影響に配慮し実施するとともに、
の状況を見極めた上で、納税困難な滞納者

制度を1年延長するなど、適切に対
応した。
・県税部等が実施す
有・向上を図つた。

る研修に参加し、徴収技術の共

3公共施設の適正管理の推進

(1)施設の適工配置の推進及び維持管理の最適化

推進及び維持管理の最適化

配 置

・第3次公の施設の再配置計画に基づき、13施設の廃
止・譲渡等を実施した。
・第4次上越市公の施設の適正配置計画を策定し、計
画に基づく取組を進めたが、令和4年度までに適正配置
を計画している34施設のうち11施設については、コロナ
禍等により民間への譲渡・貸付等を進められなかつた。
・計画において「引き続き協議」とした日帰り・宿泊温浴
施設のうち取組方向が未定となっている柿崎マリンホテ
ルハマナスなどの6施設については、コロナ禍において
検討が遅れたものの、方向性の決定に向けて、令和4

年度に、民間事業者等による施設の利活用を探るため
サウンディング型市堀肩周査を行つた。
・令和2年度に上越市公の施設の長寿命化計画の基本
方針を作成し、これに基づき、令和4年度に施設別維持
管理計画を取りまとめた。

・令和元年度、令和2年度において
は、第3次公の施設の再配置計画に
基づき、13施設の廃止・譲渡等を実
施した。
・令和3年 2月 に第4次公の施設の適
正配置計画を策定し、計画した34施

設中23施 設の廃止・譲渡等を実施し
た。
・公の施設の長寿命化計画の基本方
針、施設別維持管理計画を策定し、
長寿命化の取組に着手した。

・令和4年度までに民間への譲渡・貸
付等の取組を完了できなかつた11施

設については、取組を継続する。
・適正配置計画において「BIき続き協
議」とした日帰り・宿泊温浴施設6施設
の方向性が未定であり、施設の利用
実態を踏まえ、今後の在り方につい
て改めて地域住民と話し合うなど、協
議を継続する。
・コロナ禍やエネルギー価格高騰に

伴い、指定管理者に対し、約108億円
(令和元年度～令和4年度)の補填、
指定管理料の見直しを行つた。
・公の施設の維持管理の現状を分析
し、各施設の目的,用途に応じた管理
形態等を検討する必要がある。

るめ

す

定

置中］的
未
達

成

る。
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・日帰り・宿泊温浴施設を管理する第
ニセクター等については、¬ロナ禍に
おいて施設の方向性の決定に時間を
要しているため、取組を完了できな
かった。
・日帰り・宿泊温浴施設を管理する法
人以外で「民営化」としていた4法人に
ついて、民営化に向けた検討に時間
を要し、取組を完了できなかつた。

未
達

成

性 を向

整理の上 抜 直しや経営健
人を法

は した

第ニセクター等の将来
の方向性を実現するた
めの実施計画(統廃合
等実施計画や経営健全
化計画)に基づき、取組
が推進されている状態

【達成目安】
・実施計画に基づく取組
の達成割合 100%

・平成30年度に策定した「第ニセクター等に対する関与
方針」に基づき、「第ニセクター等の方向性の検討結
果」を取りまとめた。
・第三セクター等評価委員会を開催し、経営が悪化して
いる等の法人について、専門的見地からの助言等を受
け、経営健全化に向けた取組を推進した。
・経営状況が悪化したエフエム上越株式会社を解散し
たほか、株式会社よしかわ杜氏の郷の株式を譲渡し、
民営化するなど、11法 人の整理を行つた。
・日帰り・宿泊温浴施設を管理する第ニセクター等につ

いては、」―ホールディングスグループの抜本的な整理
を行つたものの、方向性の決定に至らなかつた。

4第ニセクター等の経営健全化の推進

セクター等の経営健全化の推進

・行政サービスの提供のために必要
な業務遂行体制の確保が、引き続き
必要である。

達

成

・定員適正化計画に基づき、必要な
業務遂行体制を確保した。
※正規職員数1,775人 (令和4年 4月 1

日現在)

る職員数1,788人

【達成目安】
令和4年度当初におけ
る適正職員数1,788人

・退職予定者の再任用の希望や辞職等の見込みを踏ま
えて職種ごとの採用予定者数を調整し、職員採用計画
に基づく職員採用試験を実施した。
・定員要求及び定員ヒアリングを通じて、業務の性質や
分量を把握・分析し、各年度の定員を決定した。
・辞職や再仁用の職員数を見込み、必要な職員数を確
保するための採用計画を作成した。

(1)定員越工化の推進

③定員適正化の推進

達

成

・行政運営上の環境変化等に対応す
るため、適時に組織の見直しを行つ
た。

の 思 決部局 えた議論を超
や上のスピ ドの定

雰ヽ囲気

が必要更なる強化

・各部の組織見直し案、組織ヒアリン
度の組織体制について検討を進め、

グを通じて、各年
体制を決定した。

[効 率的な組織の構築]

市の政策・施策を推進
するための効率的な組
織が構築されている状
態

・対面の会議、紙の使用、移動コスト
など、仕事の仕方や業務の執行方法
の更なる見直し・改善が必要である。
・日常業務における非効率な業務執
行や計画作成、新規事業等のため、
超過勤務が過大な部署・職員が存在
している。

達

成

・財務会計事務へのRPAシステムの

導入や議事録作成システムの導入に
より、効率的な事務執行を推進した。

[組織の事務事業の適
正化]

市民ニーズや行政需要
に応え、効果的・効率的
に業務を遂行するた
め、組織に適切な事務
事業が定められている
状態

・会計事務の効率化を図るため、請求書データの入力
等を自動化するRPAプ ログラムを学校教育課、保育課、
教育総務課で導入し、兼伝票、支出命令票の自動入力
処理を行つた。
・RPAプ ログラムの対象範囲を年度当初の契約に伴う
経費執行伺、支出負担行為伺まで拡大し、その一部の
自動入力について、複数の課等で実施した。
・令和4年度に人事改革プロジエクHこおいて、第7次総
合計画の推進に向け、行政課題に迅速かつ的確に対
応する企画力と実行力を備える組織体制の検討を行
い、令和5年度からの組織体制を再構築した。

く2)組織の見直し

の見直し

・企画力、実行力等を一層高め、人口

減少や社会変化の中で、住民ととも
に様々な課題等に対応できる職員の

育成が必要である。

達

成

質・能力等の向上を図つた。

育成方針に基
こ応

O」 T、

じた基
づ人材 く研修人材育成方針の目指す

職員像となるべ〈職員の
職階に応じた基礎的資
質・能力が向上した状態

【達成目安】
人材育成方針に基づく
研修等の実施割合
1000/6

OOtt」T
・基礎・階層別研修を実施し、基本的資質の向上を図つ

・着手職員の育成に重点を置いた政策形成能力やリー

ダーシップ能力等の能力向上に資する能力開発研修を
実施するとともに、先進地視察研修を実施した。
・問題解決、政策形成能力を高めるため、早稲田大学
人材マネジメント部会に職員を派遣し、部会での研究活
動を通じて自らが作成したアクシヨンプランに基づき、採
用3年 目職員に対し「対話研修」を実施した。
・自治大学校に職員を派遣し、能力向上を図つた。
OO」T
・O」イにより、新規採用職員や若手職員の育成を行つた
ほか、再任用職員や専門職員が持つノウハウ・技術の

次代を担う職員への承継を進めた。
O自 己啓発研修
・職員の自己啓発研修に関する市の支援制度につい
て、人事課ホームページや職員研修実施時に周知し
た。
O人材育成全般
・職員が専門性を高め、やる気と働きがいを持つて仕事
に取り組むことができるよう、令和4年度に人事改革プロ

ジェクHこおいて、能力開発の促進や人事評価、人事異
動等の取組の検討を行つた。

5効果的・効率的な組織体制の推進

(3)人材育成の推進
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新型コロナウイルス感染症への対応及び
の物価高騰に伴う生活者・事業者等への支援の取組

■目的

・新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況に置かれた市民生活と地域経済の維持・回復を

図るとともに、コロナ禍による社会変容に的確に対応するため、必要な対策を実施

・エネルギー、食料品等の物価高騰を踏まえ、家計への影響が大きい生活者や事業者等の負担軽減を図

るため、必要な対策を実施

令和4年度
エネルギー、食料品等

【一般会計】
■令和4年度の取組に係る総執行額

6,416,117千 円

※予算現額は、当初予算、補正予算及び流用 ,充用額の合計

※執行額及び財源内訳は、表示単位未満で調整しているため、総数とその内訳が一致しない場合がある。

※新型コロナウイルス感染症対応地方倉1生臨時交付金 (電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金含む)を
創生臨時交付金」と表記している。

:千円)

「地方

1 感染症対策

1,477,675 5,597 823,919 196,3084,561,446 3,014,579 707,388

196,30841,157 735,143 5,597 36,9921,155,926 818,889

0 6,421 0228,362 0 221,941354,040

0520,591 0 780,5063,051,480 1,967,328 666,231

(1)感染拡大防止と市民生活・地
域経済の支援に資する取組

014,676 0 110,712266,661 164,132 38,744
(2)「新たな日常」を見据えた地

域活性化や環境整備に資する
取組

934,631 196,3083,178,711 746,132 1,492,351 5,597小計 4,828,107

2 物価高騰対策

0 306,173 01,964,087 1,759,816 414,529 1,039,114(1)生活者への支援

0 515,4092,124,090 1,477,590 882,699 79,482(2)事業者等への支援

01,297,228 1,118,596 0 821,5824,088,177 3,237,406小計

5,597 1,756,213 196,3088,916,284 6,416,117 2,043,360 2,610,947合計
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1-(1)感染拡大防止と市民生活・地域経済の支援に資する取組 3,014,579千円

① 感染拡大防止対策 (単位 :千円)

新型コロナウイルスワクチンの機種

716,156 4,899 0 196,1,021,614 721,055 01

新型コロナウ
イァレスワクチ
ン接種事業

新型コロナウイルス感染症の発症
とまん延を防ぐため、医療機関や
介護保険施設運営法人等 と連携
し、希望する市民に姑し、フクチ
ンを接種

PCR検査への助成

0 3,744 07,136 3,744 0 02
新型コロナウ
イルス感染症
検査助成事業

新型コロナウイルス感染症紺策と
して、介護保険施設及び障害者福
祉施設に新たに入所する人や、介
護保険及び障害福祉サービスの通
所サー ビス等を利用する人の う
ち、県外在住者等との接触により
感染のおそれがある人が受けるP
CR検査の費用を助成

0 00 0 0 0
新型コロナウ
イルス感染症
姑策費

介護施設や医療機関などにおける
感染拡大を防止するため、県の無
料検査封象期間外となる平時にお
いて、施設職員、医療従事者等が

受けるPCR検 査費用を助成

23,9743

感染予防の情報提供

00 0 0 237
新型 コロナ ウイルス感染症に関
し、様々な媒体を通じて注意喚起
を実施

831 2374
新型コロナウ
イルス感染症
姑策費

0 0 8,353 045,724 44,821 36,4685
地域公共交通
運行姑策費

新型コロナウイルス感染症の感染
防止の啓発などに取 り組むため、
市内の公共交通機関に広告を掲載

感染防止物品の購入

13,630 41 14,737 034,675 33,097 4,6896
感染防止物品
の購入 関連
事業

感染症予防紺策のため、手指消毒
剤など感染防止物品を購入

公共施設等の感染症予防対策の強化

0 1,610 72 4,437 07,792 6,1197

公共施設の感
染症予防封策
の強化 関連
事業

公共施設の感染症予防対策を強化
するため、換気機能の強化や、手
洗い器 自動水栓化等の改修を実施

0 0 02,428 2,262 0 2,2628
福祉施設建設
事業

県の新型コロナウイルス感染症紺
策施設整備事業費補助金を活用
し、介護保険施設が実施する家族
面会室の整備に要する経費を補助
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(単位 :千円)

0 0 0836 836 0 8869

工智養護老人
ホーム管理運
営費

0 0 0825 649 0 64910
老人保護措置
費等

県の新型コロナウイルス感染症紺
策施設整備事業費補助金を活用
し、家族面会室を整備

2,129 02,129 2,129 0 0 011
小学校市単独
事業

362 0363 362 0 0 012
中学校市単独
事業

新型コロナウイルス感染症紺策と
して、市立小中学校の トイレの手
洗い場を自動水栓に改修

2,993 07,599 3,578 0 0 58513

イベント実施
時の感染症予
防紺策の強化
関連事業

イベン ト実施時の感染症予防姑策
を強化するため、手指消毒剤の配
置や来場者への注意喚起、動線確
保等の封策を実施

5,597 36,992 196,3081,155,926 818,889 41,157 735,143小計
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② 市民生活支援 (単位 :千円)

1,132 0 0 05,376 1,132 01
住居確保給付
金

新型コロナウイルス感染症の影響
等による離職、廃業、休業等に伴
う収入減少により、住居を失 うお
それがある方に封し、家賃相当額
の住居確保給付金を支給

4,998 04,998 0 0 02

新型コロナウ
イルス感染症
総合相談窓口
事業

新型コロナウイルス感染症に関連
する健康や各種支援に係る相談・

問合せに的確に姑応するため、総
合相談窓口を木田庁舎に引き続き
設置 し、来庁又は電話による相談
に封して、関係都局と連携しなが
ら、相談者の状況に合つた支援策
を案内

5,317

00 3,060 0生活困窮者自
立支援金

新型コロナウイルス感染症による
影響が長期化する中で、既に総合
支援資金の再貸付が終了している
などにより、生活福祉資金の特例
貸付を利用できない世帯に紺 し
て、新型コロナウイルス感染症生
活困窮者自立支援金を支給

3,060 3,0603

100 0217,849 0 217,7494

住民税非課税
世帯等に対す
る臨時特別給
付金事業

新型コロナウイルス感染症の影響
が長期化する中、様々な困難に直
面した方々が、速やかに生活・暮
らしの支援を受けられるよう給付
金を支給

337,000

0 0 1,323 03,287 1,323 05
灯油購入費助
成事業

灯油価格の急激な上昇や新型コロ

ナウイルス感染症の影響により厳
しい生活状況にある生活困窮世帯
へ灯油購入費を助成

0 221,941 0 6,421 0354,040 228,362小 計
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③ 地域経済支掘 (単位 :千円)

0 0 159,987 0964,970 826,168 666,2311
支事業者経営

援金

新型コロナウイルス感染症の影響
により、売上げが大幅に減少 して
いる中小企業者等に対し、売上規
模や減少率に応じて支援金を交付

0 28,382 054,400 28,382 0 02
信用保証協会
保証料助成金

新型コロナウイルス感染症の影響
により、制度融資を利用 し資金調
達した中小企業者等に封し、信用
保証料を補助

46,44446,444 0 0 0

小規模事業者
経営改善支援
資金利子補給
補助金

新型コロナウイルス感染症の影響
により、制度融資を利用 し資金調
達した中小企業者等に対し、借入
利子の一部を補助

48,1603

0 500 01,000 500 0 04
雇用調整助成
金申請費補助
金

新型コロナウイルス感染症の影響
により、雇用調整助成金又は緊急
雇用安定助成金を受けようとする

中小企業等の事業者が、届出書類
を作成する際の費用を補助する雇
用調整助成金申請費補助金につい
て、国の申請期間延長に合わせ、
支援を実施

0 0 354,764 0368,029 354,764 05

プレミアム付
商品券発行支
援事業補助金

新型コロナウイルス感染症の影響
により落ち込んでいる市内の消費
喚起を図るため、商工団体等が実
施するプレミアム付商品券発行事
業に要する経費の一部を補助

0 0 121,301 0122,400 121,301 06
住宅リフォー
ム促進事業補
助金

市内経済の活性化と居住乗境の向
上を図るため、市民 自らが所有
し、かつ居住する住宅を市内の施
工業者等によリリフォームエ事を
行 う場合に、工事に係る経費の一

部を補助

0 0 01,406,267 520,591 520,5917

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協力
金給付事業

新型コロナウイルス感染症の急拡
大による特別警報の発令に伴い、
営業時間短縮に協力 した飲食事業
者等を紺象に協力金を支給

0 69,178 086,254 69,178 0 08
宿泊需要口歩亀起
キャンペーン
事業

新型コロナウイルス感染症の影響
により、とりわけ業況の回復が厳
しい宿泊業への支援として、宿泊
料金を割引する宿泊需要喚起キャ
ンペーン事業を展開

520,591 0 780,506 03,051,480 1,967,328 666,231小計
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1-(2)「新たな日常」を見据えた地域活性化や環境整備に資する取組 164,132千 円

(単位 :千円)

事業名称 | 事業概要 予算現額

1財源内訳

:出金
|●般
1財源地方餌生|

臨時交付金

1

中学校教育用

「GIGAス クール構想」により
整備した生徒1人 1台 の情報端末等
の ICT環境を有効活用 し、生徒
が課題や目的に応 じて適切に情報
活用ができる能力を育成す るた
め、中学校特別教室ヘネットワー

ク環境を整備

コンピュータ

設置事業

行政事務のデ
ジタル化に紺
応 した情報シ
ステム環境の
構築

行政事務のデジタル化を推進する

た め、 ウェブ会議等の クラ ウ ド

サー ビスを利用できる環境や、テ
レワーク等で庁内の業務 システム

等を利用できる仕組みを整備

中小企業者等
イ ノベーシ ヨ

成長の可能性が高く変革意欲のあ
る事業者を対象に、事業継続や販
路開拓、新商品 。新サービスの開
発、DX・ IT等の取組に要する
経費を支援

ン促進事業

企業誘致促進

新たな雇用を創出するため、 IT
企業等のサテライ トオフィスの誘
致に向け、 IT企業の動向等に知
見を有する民間事業者を活用 して

誘致を強化するとともに、サテラ
イ トオフィスやテレワーク等の拠
点となるコワーキング施設の整備
を引き続き支援

事 業

42,667 42,654 0

0

38,744

9,681

0

0

4,995

0 32,973

61,978

11,767

0

0

0

0

2 66,680

140,414

61,978

50,511

8,989

0

03

4 16,900 0 0 3,994

小 計 266,661 164,132 38,744 14,676 0 110,712 0

2‐ (1)生活者への支援 1,759,816千円

(単位 :千円)

事業名称 事業概要

令和3年度及び令和4年度住民税非
課税世帯等給付事業の対象となら
ない令和4年度住民税均等割のみ
課税世帯に封し、1世帯当たり5万

円を支給

予算現額

190,160

809,910

執行額

187,476

764,870

財源ぬ訳

翌年

0

その他
財源

一般
財源

地方造ll生

臨時交付金
左記以外

電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい住民税非課税世
帯等に対し、1世帯当たり5万 円を
支給

0 764,870 0 0 0
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(単位 :千円)

38,531 0 21,172 081,668 77,094 17,3913
自生活困窮者

立支援事業

電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい住民税非課税世
帯等に対し、灯油購入費助成金と
して1世帯当たり5千円を支給

048,600 0 55,637

電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、所得の少
ない住民税均等割のみ課税世帯に
対 し、1世帯当た り2万 5千 円を支
給

107,801 104,2374
生活困窮者 自
立支援事業

子育て世帯への支援

0 0141,469 0 141,469 0

低所得の子育
て世帯に対す
る子育て世帯
生活支援特別
給付金事業

原油価格や物価高騰等の影響によ
り、特に家計への影響が大きい所
得の少ない子育て世帯に封し、児
童1人 当たり5万円を支給

145,6095

0 0 0145,609 140,868 94,624 46,2446

低所得の子育
て世帯に紺す
る子育て世帯
生活支援特別
給付金事業

国が実施する、所得の少ない子育
て世帯に封する子育て世帯生活支
援特別給付事業の姑象世帯に封
し、市独 自の取組 として、児童 1

人当たり5万 円を上乗せ し、合計
10万円を支給

0 157,989 0299,657 286,408 128,419 07
子育て世帯ヘ

の支援給付金

原油価格や物価高騰等の影響を受
けている子育て世帯に姑 し、18歳

以下の児童1人 当たり1万円を支給

給食費の支援

13,977 013,977 0 0 0公立保育所運
営費

公立保育園における賄材料費につ
いて、保護者の経済的負担を軽減
するため、物価高騰に伴 う賄材料
費を増額

13,9778

013,167 0 0 0 13,167私立保育所等
運営費

私立保育園等の給食費について、
保護者の経済的負担を軽減するた
め、食材費高騰分を給付

13,1679

0 29,174 0155,452 29,174 0 010 学校給食費

市立の小・中学校、幼稚園の賄材
料費について、保護者の経済的負
担を軽減するため、物価高騰に伴
う食材費を増額

0 1,076 01,077 1,076 0 011
私立幼稚園等
教育振興事業

私立幼稚園の給食費について、保
護者の経済的負担を軽減す るた
め、食材費高騰分を給付

1,039,114 0 306,173 01,964,087 1,759,816 414,529小計
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2-(2)事 業者等への支援 1,477,590千 円

(単位 :千円)

事業者等への支援

085,465 0 0 24,537水田農業推進
事業

担い手農家の経営を支援す るた
め、国の経営所得安定対策等の加
入者に対し、燃料及び肥料の価格
上昇分に係る費用の一部として、
営農面積10アール当た り1,000円

を助成

112,022 110,0021

482,813 0 0 131,190 0

仕入価格の上昇等に伴い、収益が
減少している市内中小企業者等の

経営を下支えするため、物価高騰
前後での収益の減少の度合いなど
に応じて最大100万 円を支給

616,855 614,0032
新型コロナウ
イルス感染症
経済姑策費

01,915 0 0自然循環型農
業推進事業

県の原油価格・物価高騰対応事業
を活用し、自然環境と調和した持
続可能な農業を推進するため、高
騰する化学肥料の使用量の低減に
向けた有機質肥料等の購入費の一

部を補助

4,830 1,9153

0 077,698 76,667 0 76,667 04
水田農業推進
事業

県の原油価格・物価高騰に対応 し
た農林水産業総合振興事業を活用
し、農産物の生産コス トが増加 し
ている農業者の経営の安定化を図
るため、燃油使用量又は肥料費の

低減に資する農業用機械等の導入
費の一部を補助

0 0 353,084 01,303,014 667,505 314,4215

新型コロナウ
イルス感染症
経済姑策費

エネルギー価格や原材料等
高騰の影響を受けている中
者、農業者等の経営を下支
ため、売上げ規模に応 じて
30万 円の支援金を支給

の物価
小企業
えする
、最大

0 900 0 0 0

県の公衆浴場燃料価格高騰封策補
助金を活用し、燃料価格の高騰に
より運営に影響を受けている一般
公衆浴場に対し、燃料費上昇分の
一部を助成

900 9006
公衆衛生対策
事業

0 0 0 4,220 0

地域鉄道の安全安心な運行を維持
するため、エネルギー価格高騰に
よる影響を受けているえちご トキ
めき鉄道株式会社及び北越急行株
式会社に封して、県及び沿線 自治
体と協調して支援

4,221 4,2207
並行在来線姑
策事業

2,378 04,550 2,378 0 0 08
信用保証協会
保証料助成金

原油高 。原材料高の影響により、
制度融資を利用し資金調達した中
小企業者等に姑し、信用保証料を
補助

0 515,409 02,124,090 1,477,590 882,699 79,482小計
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【事業会計】

※国県

※一般財源は、ガス売上

ス

(単位 :千円)

需要家への支援

0 ▲ 366,704 00 0 0 366,7041 ガス事業|
国の「電気 `ガス価格激変緩和対
策事業」による補助金を活用 して

都市ガス料金を値引き
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